
【様式第１号】

全体貸借対照表
（令和 6年 3月31日現在）

（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 75,723,379,661 固定負債 36,915,306,699 

有形固定資産 68,665,435,215 地方債等 24,516,016,381 
事業用資産 24,152,260,142 長期未払金 - 

土地 11,229,330,127 退職手当引当金 694,942,000 
立木竹 - 損失補償等引当金 - 
建物 24,568,910,537 その他 11,704,348,318 
建物減価償却累計額 △ 13,310,493,821 流動負債 2,410,152,785 
工作物 1,488,226,912 １年内償還予定地方債等 2,179,349,736 
工作物減価償却累計額 △ 625,594,413 未払金 21,149,722 
船舶 - 未払費用 - 
船舶減価償却累計額 - 前受金 - 
浮標等 - 前受収益 - 
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 194,322,598 
航空機 - 預り金 12,921,075 
航空機減価償却累計額 - その他 2,409,654 
その他 - 39,325,459,484 
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 801,880,800 固定資産等形成分 79,522,347,552 

インフラ資産 43,148,253,434 余剰分（不足分） △ 36,451,611,077 
土地 6,542,182,139 
建物 3,332,594,691 
建物減価償却累計額 △ 1,743,152,807 
工作物 77,525,640,255 
工作物減価償却累計額 △ 43,352,699,584 
その他 - 
その他減価償却累計額 - 
建設仮勘定 843,688,740 

物品 4,628,431,889 
物品減価償却累計額 △ 3,263,510,250 

無形固定資産 1,620,173,237 
ソフトウェア 91,432,241 
その他 1,528,740,996 

投資その他の資産 5,437,771,209 
投資及び出資金 85,706,000 

有価証券 - 
出資金 85,706,000 
その他 - 

投資損失引当金 - 
長期延滞債権 121,111,977 
長期貸付金 - 
基金 5,249,379,574 

減債基金 - 
その他 5,249,379,574 

その他 - 
徴収不能引当金 △ 18,426,342 

流動資産 6,672,816,298 
現金預金 2,697,406,212 
未収金 137,495,007 
短期貸付金 - 
基金 3,798,967,891 

財政調整基金 3,355,866,859 
減債基金 443,101,032 

棚卸資産 48,877,657 
その他 5,623,331 
徴収不能引当金 △ 15,553,800 

繰延資産 - 43,070,736,475 
82,396,195,959 82,396,195,959 資産合計

負債合計

純資産合計
負債及び純資産合計
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【様式第２号】

全体行政コスト計算書
自　令和 5年 4月 1日
至　令和 6年 3月31日

（単位：円）

金額

経常費用 18,889,552,232 

業務費用 8,545,895,974 

人件費 2,465,022,929 

職員給与費 1,818,995,583 

賞与等引当金繰入額 192,956,589 

退職手当引当金繰入額 - 

その他 453,070,757 

物件費等 5,445,542,465 

物件費 2,664,097,174 

維持補修費 348,209,393 

減価償却費 2,433,235,898 

その他 - 

その他の業務費用 635,330,580 

支払利息 185,630,059 

徴収不能引当金繰入額 21,209,110 

その他 428,491,411 

移転費用 10,343,656,258 

補助金等 3,330,810,628 

社会保障給付 6,991,530,401 

他会計への繰出金 - 

その他 21,315,229 

経常収益 1,701,669,481 

使用料及び手数料 789,689,532 

その他 911,979,949 

純経常行政コスト 17,187,882,751 

臨時損失 47,337,034 

災害復旧事業費 - 

資産除売却損 44,627,605 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 2,709,429 

臨時利益 8,367,172 

資産売却益 6,516,419 

その他 1,850,753 

純行政コスト 17,226,852,613 

科目

中央市　２



【様式第３号】

全体純資産変動計算書
自　令和 5年 4月 1日
至　令和 6年 3月31日

（単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 42,520,135,049 79,626,418,059 △ 37,106,283,010 

純行政コスト（△） △ 17,226,852,613 △ 17,226,852,613 

財源 17,753,071,221 17,753,071,221 

税収等 11,549,838,756 11,549,838,756 

国県等補助金 6,203,232,465 6,203,232,465 

本年度差額 526,218,608 526,218,608 

固定資産等の変動（内部変動） △ 119,987,336 119,987,336 

有形固定資産等の増加 2,564,420,972 △ 2,564,420,972 

有形固定資産等の減少 △ 2,706,674,836 2,706,674,836 

貸付金・基金等の増加 446,668,326 △ 446,668,326 

貸付金・基金等の減少 △ 424,401,798 424,401,798 

資産評価差額 - - 

無償所管換等 15,916,829 15,916,829 

その他 8,465,989 0 8,465,989 

本年度純資産変動額 550,601,426 △ 104,070,507 654,671,933 

本年度末純資産残高 43,070,736,475 79,522,347,552 △ 36,451,611,077 

科目 合計
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【様式第４号】

全体資金収支計算書
自　令和 5年 4月 1日
至　令和 6年 3月31日

（単位：円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 16,475,561,380 

業務費用支出 6,135,830,960 
人件費支出 2,430,480,556 
物件費等支出 3,067,077,943 
支払利息支出 185,630,059 
その他の支出 452,642,402 

移転費用支出 10,339,730,420 
補助金等支出 3,326,477,628 
社会保障給付支出 6,991,937,563 
他会計への繰出支出 - 
その他の支出 21,315,229 

業務収入 18,712,752,378 
税収等収入 11,218,383,253 
国県等補助金収入 5,804,604,407 
使用料及び手数料収入 790,736,620 
その他の収入 899,028,098 

臨時支出 - 
災害復旧事業費支出 - 
その他の支出 - 

臨時収入 8,504,000 
業務活動収支 2,245,694,998 
【投資活動収支】

投資活動支出 2,842,098,497 
公共施設等整備費支出 2,434,792,222 
基金積立金支出 388,814,189 
投資及び出資金支出 - 
貸付金支出 - 
その他の支出 18,492,086 

投資活動収入 1,085,522,032 
国県等補助金収入 303,760,340 
基金取崩収入 360,341,018 
貸付金元金回収収入 - 
資産売却収入 85,531,674 
その他の収入 335,889,000 

投資活動収支 △ 1,756,576,465 
【財務活動収支】

財務活動支出 2,182,577,163 
地方債等償還支出 2,182,577,163 
その他の支出 - 

財務活動収入 1,414,600,000 
地方債等発行収入 1,414,600,000 
その他の収入 - 

財務活動収支 △ 767,977,163 
本年度資金収支額 △ 278,858,630 
前年度末資金残高 2,963,343,767 
本年度末資金残高 2,684,485,137 

前年度末歳計外現金残高 13,498,875 
本年度歳計外現金増減額 △ 577,800 
本年度末歳計外現金残高 12,921,075 
本年度末現金預金残高 2,697,406,212 

科目
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1　重要な会計方針

(1)　有形固定資産等の評価基準及び評価方法

①　有形固定資産･･････････････････････････････取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　ア　昭和59年度以前に取得したもの･････････････････････再調達原価
　　ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額1円としています。
　イ　昭和60年度以後に取得したもの
　　取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
　　取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価
　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

②　無形固定資産･･････････････････････････････原則として取得原価
　　ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。

　公営企業会計については、公営企業会計基準に従い、有形固定資産等の評価を行っています。

(2)　有価証券等の評価基準及び評価方法

①　満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法）
　
②　満期保有目的以外の有価証券
　ア　市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （売却原価は移動平均法により算定。）
　イ　市場価格のないもの･･････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法））
　
③　出資金
　ア　市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （売却原価は移動平均法により算定）
　イ　市場価格のないもの･･････････････････････出資金額

　公営企業会計については、公営企業会計基準に従い、有価証券等の評価を行っています。

(3)　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　個別法による低価法
　公営企業会計については、公営企業会計基準に従い、棚卸資産の評価を行っています。

(4)　有形固定資産等の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　建物　 14年～50年
　　　　工作物 10年～50年
　　　　物品　  2年～15年
②　無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　　（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）
③　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以内のリース取引及びリース契約
　1件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）
　　･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
　
　公営企業会計については、公営企業会計基準に従い、有形固定資産等の減価償却を行っています。

(5)　引当金の計上基準及び算定方法

①　徴収不能引当金
　　未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上しています。
　　長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上しています。
　　長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上しています。
　　公営企業会計については、公営企業会計基準により計上しています。
②　退職手当引当金
　　退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総
　額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち中央市へ按分される額を加算した額を控除した額を計
　上しています。
③　損失補償等引当金
　　履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する
　将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。
④　賞与等引当金
　　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞ
　れ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

注記
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(6)　リース取引の処理方法

①　ファイナンス・リース取引
　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②　オペレーティング・リース取引
　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

　公営企業会計については、公営企業会計基準に従い、会計処理を行っています。

(7)　資金収支計算書における資金の範囲

　　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（一般会計等においては、中央市資金管理方針において、歳
　計現金等の保管方法として規定した預金等としています。）
　　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(8)　採用した消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
　　ただし、公営企業会計については、税抜方式によっています。

2　追加情報（財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項）

(1)　全体財務書類の対象会計について

　連結の方法は次のとおりです。
　地方公営事業会計、地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。

(2)　出納整理期間について

　　地方自治法第235条の5に基づき、出納整理期間を設けられている会計においては、出納整理期間における現金
　の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。
　　なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で、出納整理期間に現金の受
　払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。

(3)　過年度修正等に関する事項

　
　　平成29年度以降の貸借対照表において、上水道事業に係る固定資産形成分及び余剰分（不足分）の値に誤りが
　あったため、令和2年度決算にて修正しています。

会計名 区分 連結の方法 比例連結割合

国民健康保険特別会計 地方公営事業会計 全部連結 －

後期高齢者医療特別会計 地方公営事業会計 全部連結 －

介護保険特別会計 地方公営事業会計 全部連結 －

地域包括支援センター特別会計 地方公営事業会計 全部連結 －

上水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 －

簡易水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 －

公共下水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 －

農業集落排水事業会計 地方公営企業会計 全部連結 －
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